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住民基本台帳法が改正され、国外転出者のマイナンバーカードの利用等のため、国外転出後も利用可能な戸籍の附
票に基づく附票本人確認情報を取り扱うこととなったことに伴い、所要の改正を行うもの。

改正の理由

１ 附票本人確認情報の保護についても、審議会で取り扱う旨を規定する。（第5条関係）
２ その他所要の改正を行うこととした。
３ デジタル手続法附則第１条第10号に掲げる規定の施行の日から施行（２の一部については、マイナンバー法等
の改正法の施行の日から施行）

改正内容

・住民基本台帳法第30条の44の12

関係法令

・２月定例県議会へ上程

今後のスケジュール（予定）

条例改正の概要
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条例改正の概要
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住民基本台帳法施行条例（平成14年佐賀県条例第7号）
第１条 趣旨

第２条〜第４条 県や市町が住基ネットの本人確認情報を利用できる事務を定めたもの

第５条〜第11条 本人確認情報の保護に関する審議会の組織及び運営に関し必要な事項を定めたもの

第12条 委任

〇今回の改正は、「附票本人確認情報」の保護を審議会で新たに取り扱うため第５条第１項を改正

（改正案）※下線部を追加
第５条 法第30条の40第１項（法第30条の44の12において読み替えて準用する場合を含む。）に規定する本人
確認情報の保護に関する審議会として設置する佐賀県住民基本台帳ネットワークシステム本人確認情報保護審議
会（以下「審議会」という。）は、委員５人以内で組織する。



住民基本台帳法の改正概要
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住民基本台帳法の改正概要

5



住民基本台帳法の改正概要（住民票と戸籍附票）
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住民基本台帳法の改正概要（戸籍附票の写し）
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国外転出時に
国名が記載



住民基本台帳法の改正概要（附票連携システム）
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